
申請書の記入方法・ 
提出書類 

 

 

２０１６年９月９日 



交付申請提出書類 

 
• 助成金交付申請書 

 
• 助成事業実施計画書 

 
• 暴力団排除誓約書 

 
• 助成事業経費内訳書 

 
• エネルギー消費計算書 

 
• ３社見積り － 選定理由書 

 
 

 
 
 

【様式関連】 
作成が必要な資料 

 
• 新旧システムの機能の対比
資料 
 

• ＤＣ稼働証明覚書 
 

• ＳＩＩ登録証の写し 
 

• ＣＳの概要説明資料 
 

• 商業・法人登記簿 
 

• その他 

 
 
 

 
 
 
 

【様式関連】 
ＣＳ事業者より提出が必要 

な資料 

 
• 機器仕様書 

 
• 商業・法人登記簿 

 
• 温暖化対策報告書提出書 

 
• 移行作業見積書 

 

• エネルギー消費計算の証憑
資料 
 

• 各社見積書原本、見積依頼
書原本、見積辞退届原本  

 
 
 
 
 

【様式関連】 
証憑として提出が必要な資料 



助成対象事業者が作成する資料 



様式第1号 助成金交付申請書 

 

【記載する際に注意する点】 
 
• 事業の名称 
→全ての提出される資料に同じ事業名称を
記入する 
 
→名称は各申請者で自由に決めてＯＫ！ 

 
 
 



様式第２号  
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• 事業の名称 
→全ての提出される資料に同じ事業名称を
記入する 
 
• 会社情報 
→すべての情報を記載する 
→役員数は登記簿謄本と一致していること 
 
 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• 株主 
→全ての株主の合計が１００％となることを
確認する 
 
• 決算期のサービス別売上高 
→正確な割合でなくてもＯＫ 
 
 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• 助成事業開始予定日・完了日 
→（７）の作業工程と情報が一致すること 
 
• 移行作業体制図 
→申請者・クラウドサービス事業者の担当
者・体制をなるべく具体的に記載 
→別途体制図を添付することでもＯＫ 
 
 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• （５）除却するＩＣＴ機器 
→除却対象の機器の情報を記載する 
→仕様書も必ず提出する 
 

• （６）サーバー関連に係る機器の仕様・消
費電力 

→空調機器・照明器具で除却する場合のみ
記載する 
→除却の場合は仕様書も提出する 
 
 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• （７）作業工程 
→具体的な作業工程を記載する。 
→申請日前に工程予定をいれないこと。 
→本申請書の申請開始時、完了日と一致さ
せる。 
 
 
 



【記載する際に注意する点】 
 
• クラウドサービス事業者等の概要 
→申請者で記入が困難な項目はクラウド事
業者から必要な情報を確認し、記載する 
→クラウド事業者の商業登記簿謄本と情報
が一致していること 
 
• クラウドサービスの提供実績 
→サービス内容は提供しているクラウドサー
ビス全体の特長を簡潔に記入する 
 
 

様式第２号 
助成事業実施計画書 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• クラウドサービス名称 
→以前登録している場合は、名称を合わせ
ること 
 
• サービス内容・記載のある書類 
→提出する資料に記載内容があること 
 
• 移行後のエネルギー消費量 
→原単位の計算シートを必ず提出する 
 
 



様式第２号 
助成事業実施計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
• 本事業における統括的連絡先 
→本事業の窓口になる方の連絡先をこちら
の欄に記載する 

 
 



様式第1号  
暴力団排除に関する誓約書 

 
【記載する際に注意する点】 
 
• 事業の名称 
→全ての提出される資料に同じ事業名称を
記入する 
 
 



第１号様式別紙 
助成事業経費内訳書 

【記載する際に注意する点】 
 
経費計算書（カバーシート） 
• 事業の名称 
→全ての提出される資料に同じ事業名称を
記入する 
 
• 助成事業番号 
→提出時は記入しないこと 
 
• 経費区分 
→詳細な数字は各シートから自動的に計算
されるため、本シートでは記入は不要 



第１号様式別紙 
助成事業経費内訳書 

【記載する際に注意する点】 
 
全ての共通事項 
→内訳には「一式」の内容は認められないた

め、必ず詳細な数量（時間・日数など）を記
載する 
 
→作業内容は見積書の記載情報を一致さ
せる 



交付要綱第４条関係  
エネルギー削減量計画書 

【記載する際に注意する点】 
 
移行前エネルギー合計（カバーシート） 
• 事業の名称 
→全ての提出される資料に同じ事業名称を
記入する 
 
• 助成事業番号 
→提出時は記入しないこと。 
 
• クラウド移行前後のエネルギー消費量 
→詳細な数字は各シートから自動的に計算
されるため、本シートでは記入は不要 



移行前エネルギー消費量計算書 

【記載する際に注意する点】 
 
移行前エネルギー消費計算書 
• ＩＣＴ機器 
→除却対象の機器の情報を記載する 
→仕様書も必ず提出する 
 
• 空調・照明 
→空調機器・照明器具で除却する場合のみ
記載する 
→除却の場合は仕様書も提出する 
 
 
 



移行後エネルギー消費量計算書 

【記載する際に注意する点】 
 
移行後エネルギー消費量 
→サービス番号はＳＩＩ登録番号がない場合
は記載は不要 
→利用原単位及び消費エネルギーは必ず
記入する 
→利用原単位の算出根拠資料は必ず提出
する 
→原単位数は見積書と同じ値とする 
→各原単位にはデータセンター協会が認定
したレベルに応じたＰＵＥをかける 
レベル１ ： ＰＵＥ ２．５ 
レベル２ ： ＰＵＥ １．８ 
レベル３ ： ＰＵＥ １．６ 



様式第１号  
データセンターの稼働証明に関する覚書 

【記載する際に注意する点】 
 
• クラウドサービス名称 
 
• 環境に優しいデータセンター認定番号 
→データセンター協会の認定番号を記載 
 
• ＳＩＩの登録番号 
→今回のクラウドサービスがＳＩＩ登録番号が
ある場合に記載 
 



３社見積り ・ 特命理由書 

 

【作成する際に注意する点】 
 
• 見積り依頼書、見積書 
→同一条件で３社以上に見積りを依頼し、受け取った見積書もしくは見積り
辞退届も提出する 
 
選定理由書 
→３社以上の見積りの選定プロセスが分かる資料を提出 
 
【特命理由書】 
→３社見積りの入手が不可能な場合に限り、具体的な理由書を作成する 
 

 
 
 



提出が必要な各種証憑資料 



 

 
• 商業・法人登記簿 

 
• 納税証明書 

 
• 温暖化対策報告書提出書 

 
• 除却対象となる機器仕様書 

 
• エネルギー消費計算の証憑資料 
→現在の消費エネルギーが分からない場合は提出不要 

 

助成対象事業者関連 提出資料 



クラウド事業者からの提出が必要な資料 



 

【作成する際に注意する点】 
 
• 提供するクラウドサービスの概要の記載がある 
• サービスの信頼性が以下の点で分かること 

 クラウドが構築されているデータセンターの堅牢性、品質 
 クラウドサービスする運用体制 
 セキュリティ点での安全性、対策 

• 本事業で提供する予定のサービス内容の具体的な計画の記載がある 
 
→書式は自由書式 

 
 
 

対象となるクラウドサービスに関する資料 



 

【作成する際に注意する点】 
 

• 現在のシステムがクラウド移行において機能追加がないことを証明する資
料 

→全てのシステム一覧が分かること 
（注）追加システムがある場合は、今回の経費対象外となります 
 
→書式は自由書式 

 
 
 

クラウド移行前後のシステム環境が分かる資料 



 

 
• クラウド事業者の商業登記簿 

 
• 取得している認証（ＩＳＯなど）のコピー 

 
• データセンター協会が発行した環境に優しいデータセンター認定 

 
• 環境共創イニシアティブ（ＳＩＩ）が発行した登録申請結果通知 
→ＳＩＩに登録していない場合は不要 
 
• クラウドサービスの各原単位の算出根拠資料 
 

 
 
 

クラウド事業者関連の証憑資料 



提出方法 



提出する方法 

書類の提出 郵送による提出 

提出部数 
２部（正本・副本） 
ファイリングして提出してください 

申請様式 ホームページよりダウンロード 

提出先 

〒１６３－０８１０ 
東京都新宿区西新宿２－４－１ 
新宿NSビル１０F 
東京都地球温暖化防止活動推進センター 
事業支援チーム 

注意事項 
口頭による説明は判断材料になりません 
公社では書類の修正を一切行いません 


